
 

 

記事等でご紹介いただく際は、“ＮＥＸＣＯ東日本”または“ネクスコ東日本”の愛称ご使用にご協力をお願いします。 

平成２５年６月７日 

東日本高速道路株式会社 

 

２０１２年度決算の概要 

 

 

ＮＥＸＣＯ東日本（東京都千代田区）の第８期となる２０１２年度（２０１３年３月期）の決算の概要に 

ついて、お知らせします。 

当年度は２０１２年４月１日から２０１３年３月３１日までの１年間となります。 

 

【２０１２年度決算（連結）のポイント】 

 ２０１２年度は、東北地方無料措置の縮小などにより、前年度に比べて交通量（無料通行台数を

含む）は減少しましたが、有料通行台数は増加しました。これにより、 

 

１． 高速道路事業については、料金収入が増加し、営業利益は３６億円（前年度比３６億円増）

となりました。 

 

２． 道路休憩所事業については、交通量減少に伴う休憩施設店舗の売上高減により営業料収

入が減少し、営業利益は４１億円（前年度比８億円減）となりました。 

 

３． 全事業の営業利益は７６億円（前年度比２８億円増）、当期純利益は８２億円（前年度比３７

億円増）となりました。 

 

  【添付資料】 

   別添１    ２０１２年度 決算概要 

   別添２    平成２５年３月期 決算情報（連結） 

  
 



２０１３年　６月　７日
東日本高速道路株式会社

１.連結決算概要（経営成績） 単位:億円〔単位未満切捨て〕

2011年度 2012年度

A B B-A (％)

営業収益 8,398 8,404 6 0.0%

高速道路事業 7,816 7,807 △ 9 △0.1%

(料金収入等) 5,629 6,503 873 15.5%

(道路資産完成高) 2,187 1,304 △ 883 △40.3%

関連事業 619 641 22 3.5%

(道路休憩所事業) 435 455 19 4.4%

(受託・その他の事業) 183 186 2 1.4%

セグメント間取引の消去 △ 37 △ 43 △ 6 -

営業費用 8,350 8,327 △ 22 △0.2%

高速道路事業 7,816 7,770 △ 46 △0.5%

(道路資産賃借料) 3,816 4,489 673 17.6%

(その他の営業費用) 4,000 3,281 △ 719 △17.9%

関連事業 571 601 29 5.1%

(道路休憩所事業) 386 413 27 7.0%

(受託・その他の事業) 185 187 2 1.1%

セグメント間取引の消去 △ 38 △ 44 △ 5 -

営業利益 48 76 28 60.0%

経常利益 71 108 36 51.5%

当期純利益 45 82 37 83.2%

２０１２年度　決算概要

区　　分
対前年増加額・率

※1　2011年度の営業収益/高速道路事業/料金収入等には、高速道路料金無料化社会実験及び東北地方無料措置の減収補てんが含まれて
　　います。

※2　営業費用/高速道路事業/その他の営業費用には、道路資産完成原価が含まれています。

　　(注)当社グループの事業区分及びその主要内容は、以下のとおりです。

主要内容

 高速道路事業  高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の管理等

 道路休憩所事業  高速道路の休憩所、給油所等の建設、管理等

 受託事業
 国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、修繕等、その他委託に
 基づく事業等

 その他の事業  駐車場事業、トラックターミナル事業等

事業区分

 関連事業

別 添 １

※2

※1
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２．連結営業概況 

 
（１） 高速道路事業の営業状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

   高速道路事業の営業収益は、前年度比９億円減の７，８０７億円となりました。 

前年度は、無料化社会実験や休日特別割引（地方部上限１０００円）が６月１９日まで

実施され、６月２０日からは東日本大震災の被災者等を対象とした支援のための無料措

置が行われましたが、当年度は原発避難者を対象にした支援措置以外は終了したことや

復興需要を伴った景気回復などにより、料金収入が前年度比１，１４１億円増の６，４２１

億円となりました。 

また、当年度は常磐道（南相馬ＩＣ～相馬ＩＣ）の新規開通などがありましたが、年度全

体としては前年度に比べて新規開通が少なかったため、道路資産完成高については、前

年度比８８３億円減の１，３０４億円となりました。 
                                                    単位：億円〔単位未満切捨て〕 

区分 ２０１１年度 ① ２０１２年度 ② 増△減額 ②-① 

高速道路事業営業収益（連結） ７，８１６ ７，８０７  △９ 

 料金収入等 ５，６２９ ６，５０３  ８７３ 

 （うち料金収入のみ）      （５，２８０）      （６，４２１）      （１，１４１）

 道路資産完成高 ２，１８７ １，３０４  △８８３ 

 
 
 

   高速道路事業の営業費用は、前年度比４６億円減の７，７７０億円となりました。 

  営業費用のうち、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「高速道路

機構」と言います。）に対する道路資産賃借料が、料金収入の増加に伴う変動貸付料※

の増などにより、前年度比６７３億円増となる４，４８９億円となりました。 

また、その他の営業費用は、料金収入の増加に伴うＥＴＣマイレージサービス費用の増

などがあったものの、道路資産完成高に見合う道路資産完成原価の減により、前年度比

７１９億円減の３，２８１億円となりました。 
                                                    単位：億円〔単位未満切捨て〕 

区分 ２０１１年度 ① ２０１２年度 ② 増△減額 ②-① 

高速道路事業営業費用（連結） ７，８１６  ７，７７０  △４６ 

 道路資産賃借料 ３，８１６  ４，４８９  ６７３ 

 その他の営業費用 ４，０００  ３，２８１  △７１９ 

 

※高速道路機構と当社で締結している協定においては、毎年度の実績料金収入が計画料金収入に対して、±１％を超える変動が 

あった場合は、超過分について道路資産賃借料が加算又は減算される仕組みとなっており、この超過分を変動貸付料と言います。 

 

 
 

   以上のことから、当年度における高速道路事業の営業利益は、３６億円となりました。 
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（２）  道路休憩所事業の営業状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】財政状態の概要（資産・負債の構造） 

 

 ■連結貸借対照表（２０１３年３月末現在） 
 
 

  ２０１２年度末の総資産８，１４７億円のうち、工事完成後に高速道路機構へ帰属する仕掛

道路資産が３，８４４億円を占めています。また、負債については、道路建設のための社債・長

期借入金３，７４５億円が仕掛道路資産に対応しており、仕掛道路資産の帰属と同時に社

債・長期借入金も高速道路機構へ引渡しします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     

  道路休憩所事業の営業収益は、東北地方無料措置の縮小などにより交通量が減少し、

これに伴う休憩施設店舗の売上高減により、営業料収入が減少した一方で、直営の休憩

施設店舗の増加及び自動販売機事業の直営化などにより売上高が増加し、前年度比１９

億円増の４５５億円となりました。 
 

  道路休憩所事業の営業費用は、直営の休憩施設店舗の増加及び自動販売機事業の直

営化に伴い、仕入原価が増加したことなどにより、前年度比２７億円増の４１３億円となりま

した。 
 

  以上のことから、当年度における道路休憩所事業の営業利益は、４１億円となりました。 

【資産】 8,147億円 【負債・純資産】 8,147億円

仕掛道路資産

道路建設関係社債

道路建設関係長期借入金

固定負債

固定資産

繰延資産

流動負債 1,706

流動資産 5,557

4,718

4

2,586

純資産 1,722

350

3,395

3,745

3,844
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【参考】個別決算概要（経営成績） 

 

単位:億円〔単位未満切捨て〕

2011年度 2012年度

A B B-A (％)

営業収益 8,046 8,032 △ 14 △0.1%

高速道路事業 7,759 7,746 △ 13 △0.1%

(料金収入等) 5,571 6,441 870 15.6%

(道路資産完成高) 2,187 1,304 △ 883 △40.3%

関連事業 287 286 △ 1 △0.4%

(道路休憩所事業) 104 100 △ 3 △3.8%

(受託・その他の事業) 183 186 2 1.4%

営業費用 8,043 8,018 △ 25 △0.3%

高速道路事業 7,778 7,746 △ 32 △0.4%

(道路資産賃借料) 3,816 4,489 673 17.6%

(道路資産完成原価) 2,187 1,304 △ 883 △40.3%

(その他の営業費用) 1,775 1,953 178 10.0%

関連事業 265 272 6 2.6%

(道路休憩所事業) 79 84 4 6.0%

(受託・その他の事業) 185 187 2 1.1%

営業利益 2 13 10 378.9%

経常利益 49 51 1 3.8%

当期純利益 30 33 2 9.2%

区　　分
対前年増加額・率

※　2011年度の営業収益/高速道路事業/料金収入等には、高速道路料金無料化社会実験及び東北地方無料措置の減収補てんが

   含まれています。

※
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2012年11月10日 道央自動車道  大沼公園～森 9.7 ｋｍ

合計 24.1 ｋｍ

開通日 開通区間 延長

2012年4月8日 常磐自動車道 　南相馬～相馬 14.4 ｋｍ

2012年度新規開通区間

東北道 那須高原SA㊤

館山道 市原SA㊤

東北道 菅生PA㊦

■トピックス（２０１２年度の主な取り組み） 

【高速道路事業】実施した主な施策 
■新規開通（ネットワークの整備） 
 道央道（大沼公園ＩＣ～森 IC）など、２区間 ２４．１ｋｍが新たに開通しました。 
 
 
 

 

 

 

 

 道央道 大沼公園 IC～森 IC 間 開通式          道央道 大沼公園 IC～森 IC 間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連事業】実施した主な施策  

 

 

 

 

 

 

【参考資料】 

■「HIBIYA RIDE」オープン 
日比谷公園地下の日比谷駐車場内に、自転車 

通勤者向け駐輪場「HIBIYA RIDE」を開業しました。 

■休憩施設のリニューアル 
地域の特色を活かして、お客さまの「旅のドラマ」を

演出する「ドラマチックエリア」を３箇所でオープンしま
した。 

■災害復旧（東日本大震災の本復旧工事）  
２０１１年９月より、東日本大震災により発生した高速道路の段差やうねり、路面下に生じた損傷などの復旧

工事に取組み、２０１２年１２月２２日をもって完了しました。 

■トンネル内の道路附属物等の一斉点検 
笹子トンネル事故を受けた国土交通省からの指示に基づき、トンネル天井板の緊急点検及びジェットファンなど

のトンネル内重量構造物の一斉点検を実施し、お客さまの走行に支障となる損傷がないことを確認しました。 

常磐道（上） 水戸 IC～那珂 IC 間 仙台東部道路 仙台東 IC～仙台港北 IC 間 

点検の様子（八戸道 折爪トンネル㊤） 
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2012年度の営業概要 （通行台数）

（１）通行台数（前年度比）

２０１２年度は、料金割引・東北地方無料措置の縮小(※) により、震災からの復興による需要増はあった
ものの、交通量は約２６９万台／日と昨年に比べて５％減少しました。
車種別では、小型車が４％減少、大型車が８％減少しました。
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(※)2011年6月19日まで無料化社会実験及び休日特別割引（地方部上限１０００円）を実施。
2011年6月20日から実施した東北地方無料措置のうち、原発避難者に対する無料措置を除き2012年3月末で終了。

2012年度の営業概要 （休憩施設店舗売上高）

（２）休憩施設店舗売上高（前年度比）

飲食・物販とガスステーションを含めた全体の店舗売上高は、４％減の約１,４５７億円となりました。
飲食・物販の店舗売上高は、交通量の減少に伴い、３％の減となりました。一方、ガスステーションの店

舗売上高は、被災地へ向かう車両への給油が多かった昨年からの反動により７％の減となりました。
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■ ２０１３年度計画（連結損益見通し）について 

 

 
 

 ２０１３年度計画 

営業収益 ８，４２６億円  

営業利益 ４０億円  

経常利益 ６１億円  

当期純利益 ２５億円  

     

※2013 年度計画は、当社が現時点で合理的と判断する一定の前提に基づいており、多分に不確定な要素を含んでいます。実際の業績は 

様々な要素により、上記の計画と異なる可能性があることをご承知おき下さい。 

 ２０１３年度は、営業利益４０億円、当期純利益２５億円を見込んでいます。 
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平成 25年３月期 決算情報（連結） 
平成25年６月７日 

会 社 名 東日本高速道路株式会社 ＵＲＬ http://www.e-nexco.co.jp/ 

    

代 表 者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)廣瀨 博 

問合せ先責任者 (役職名)経理財務部長 (氏名)戸間 佳史 (TEL)03(3506)0111 (代表) 

定時株主総会開催予定日 平成25年６月25日   

有価証券報告書提出予定日 平成25年６月26日   

  

  
（百万円未満、銭未満は切捨て） 

（％表示は小数第二位以下切捨て） 

１．平成25年３月期の連結業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日） 
（１）連結経営成績                                                          （％表示は対前期増減率） 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期 840,461 0.0 7,698 60.0 10,879 51.5 8,275 83.2
24年３月期 839,816 4.9 4,808 △50.4 7,179 △39.6 4,515 △42.0

（注） 包括利益       25年 ３月期 8,274百万円（ 82.2％）  24年３月期 4,541百万円（ △41.5％） 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円   銭 ％ ％ ％ 

25年３月期 78.81 － 4.9 1.4 0.9
24年３月期 43.00 － 2.7 0.9 0.5

（参考）持分法投資損益    25年３月期 1,204百万円  24年３月期 1,177百万円 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

25年３月期 814,774 172,248 21.1 1,640.46
24年３月期 727,777 163,974 22.5 1,561.66

（参考）自己資本       25年３月期 172,248百万円  24年３月期 163,974百万円 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 

キャッシュ･フロー 
財務活動による 

キャッシュ･フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

25年３月期 38,390 △25,152 22,428 70,226
24年３月期 70,299 △19,968 △66,178 34,560
 
 
 
２．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

通  期 842,667 0.2 4,082 △46.9 6,184 △43.1 2,571 △68.9 24.49

 

業績予想欄については、上場会社各社の実情に応じて、開示対象項目や開示対象期間の追加又は削除、開示形式の変更を行うことが可能です。 

別 添 ２ 



 

※ 注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ：有・無 

 新規 －社 (社名)  、除外 －社 (社名)  

 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有・無 

② ①以外の会計方針の変更 ：有・無 

③ 会計上の見積りの変更 ：有・無 

④ 修正再表示 ：有・無 

  （注）詳細は、添付資料P.22「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」をご覧ください。 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 25年３月期 105,000,000 株 24年３月期 105,000,000 株 

② 期末自己株式数 25年３月期 －株 24年３月期 －株 

③ 期中平均株式数 25年３月期 105,000,000 株 24年３月期 105,000,000 株 

 

 

（参考）個別業績の概要 
 

１．平成25年３月期の個別業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日） 

（１）個別経営成績                                                          （％表示は対前期増減率） 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期 803,236 △0.1 1,347 378.9 5,175 3.8 3,355 9.2 
24年３月期 804,680 4.3 281 △94.9 4,983 △22.1 3,071 22.9 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  

 円   銭 円   銭   

25年３月期 31.95 －   
24年３月期 29.25 －   
 
（２）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

25年３月期 783,845 143,200 18.2 1,363.81
24年３月期 700,794 139,845 19.9 1,331.85

（参考）自己資本       25年３月期 143,200百万円  24年３月期 139,848百万円 

 
 

業績予想欄については、上場会社各社の実情に応じて、開示対象項目や開示対象期間の追加又は削除、開示形式の変更を行うことが可能です。 

 

 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
･この決算情報は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算情報の開示時点において、金融商品取引法に基づく財

務諸表の監査手続は終了しておりません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
･本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提

に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．経営成績 

 

（1） 経営成績に関する分析 

 

当連結会計年度における日本の経済は、消費が堅調に推移する中で、東日本大震災からの

復興需要等により、夏場にかけて回復に向けた動きが見られました。その後、世界経済の減

速等を背景として輸出や生産が減少するなど、景気は弱い動きとなりましたが、年末ごろか

らは為替相場において円高が是正されてきたことで輸出環境が改善し、大企業を中心に企業

収益に回復の兆しが見られたことや国の政策効果が徐々に発現するなど、景気回復への転換

が期待される状況にありました。 

このような事業環境のなか、当社は、グループ一体経営を推進しつつ、経営方針である「お

客さま第一」、「公正で透明な企業活動」、「終わりなき効率化の追求」、「チャレンジ精

神の重視」及び「CSR 経営の推進」を常に念頭に置き、お客さまに安全・安心・快適・便利

な高速道路空間を提供すべく、コンプライアンス体制やリスクマネジメント体制に基づき、

適正かつ効果的に業務を遂行してきました。 

高速道路事業では、東日本大震災で被災した高速道路の本復旧工事を鋭意進め、平成 24

年 12 月に工事を完了するとともに、２道２区間を新たに開通しました。 

また、平成 24年 11 月には、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社と共同で、

経年劣化が進む高速道路の資産を将来にわたって、健全な状態で管理し、お客さまに安心し

て利用していただくために必要な方策を検討するため、｢高速道路資産の長期保全及び更新

のあり方に関する技術検討委員会｣を設置しました。 

さらに、中日本高速道路株式会社が管理する中央自動車道の笹子トンネル上り線で平成

24年 12 月に発生した天井板落下事故を受け、トンネル天井板の緊急点検及びトンネル内道

路附属物のうち重量構造物に係る点検を実施し、お客さまの走行に支障となる損傷がないこ

とを確認しました。 

道路休憩所事業では、３箇所のサービスエリア等を「ドラマチックエリア」としてリニュ

ーアルを行い、サービスの快適性、利便性及び多様性を一層高め、地域経済や観光の振興に

も努めました。 

当連結会計年度の営業収益は 840,461 百万円（前期比 0.07％増）、営業利益は 7,698 百

万円（前期比 60.0％増）、経常利益は 10,879 百万円（前期比 51.5％増）となり、この結果、

8,275 百万円の当期純利益（前期純利益は 4,515 百万円）となりました。 

各部門の概況は次のとおりです。 

  

(高速道路事業) 

高速道路事業につきましては、安全で快適な走行環境を確保するため、道路機能の向

上、清掃や点検、道路の補修等の管理を適正かつ効率的に行うとともに、高速道路ネッ

トワークの早期整備に向け高速道路の新設及び改築に取り組んでまいりました。 

高速道路の管理事業につきましては、当連結会計年度末現在で管理延長が計 42 道路

3,677 ㎞となった高速道路の安全と快適をお客さまにいつも実感していただけるよう、騒

音低減効果及び雨天時の事故防止効果の高い高機能舗装の整備（約 560km 車線）等を進

めてきました。そして、高速道路の災害対応としましては、東日本大震災で被災した 13

路線の高速道路の路面の段差やうねり、路面下に生じた損傷などの本復旧工事を平成 23

年９月より着手し、平成 24 年 12 月に完了しました。加えて、グループ一体としての目

標管理や業務評価の導入等、さらなるグループ内の連携強化・一体感の醸成を図りなが

ら、事業を推進してまいりました。 

また、福島第一原子力発電所の事故により警戒区域等から避難されている方を対象

として平成 23 年６月から国の施策に基づき開始した通行料金の無料措置を当連結会

計年度も継続するとともに、平成 24 年４月に開通した常磐自動車道南相馬～相馬間
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における通行料金の無料措置を実施いたしました。そして、「東北復興観光支援パス」

や「北海道 ETC 夏トクふりーぱす」等の企画割引を実施したほか、北陸自動車道の栄

スマートインターチェンジの運用開始を含め、計 35 箇所のスマートインターチェン

ジの適切な管理運営を行うことにより、お客さまの利便性向上と地域との連携強化を

図りました。 

一方、高速道路の新設事業につきましては、計 10 道路 295 ㎞の区間で、４車線化拡幅

等の改築事業につきましては、計 19 道路 86 ㎞の区間で実施しました。当連結会計年度

の新規開通区間は次のとおりです。常磐自動車道につきましては、東日本大震災の影響

により震災後約２か月間工事が中断され、人員確保・工事資機材調達が非常に厳しい中、

平成 24年４月に開通することができました。また、道央自動車道につきましては、供用

時期を約４か月前倒しすることができました。 

 

【新設】２道２区間（24.1 ㎞） 

道路名 区 間 延 長 

高速自動車国道 

 道央自動車道 大沼公園 IC～森 IC 9.7 ㎞

常磐自動車道 南相馬 IC～相馬 IC 14.4 ㎞

 

※平成25年４月27日に、首都圏中央連絡自動車道東金JCT～木更津東IC間（42.9km）

が開通しました。 

 

 この結果、当連結会計年度において、全体計画延長 3,948 ㎞の約 93％にあたる 3,677

㎞の高速道路ネットワークを形成させました。高速道路の新設・改築にあたっては、良

好な沿道環境の保全や地域との調和を図るため、遮音壁の設置や盛土のり面の樹林化等

を進め、地球温暖化防止等にも寄与すべく努力してまいりました。 

また、新技術の活用等によるコスト削減の取組みにつきましては、高炉スラグの路

盤材への採用、スケールメリットを活かした資材の直接調達、照射面積が拡大される

よう改良したトンネルの新型照明灯具の採用等によるコストの削減が当社の経営努

力によるものと認定され、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下、「機

構」という。）との協定に基づき助成金を獲得いたしました。 

当連結会計年度の料金収入等は、国の料金施策の変更等により 650,315 百万円（前期

比 15.5％増）となりました。また、上掲の各区間を新規に開通させたこと等に伴い、道

路資産完成高は 130,411 百万円（前期比 40.3％減）となりました。これらにより、高速

道路事業における営業収益は 780,726 百万円（前期比 0.1％減）となりました。 

一方、機構との協定に基づく道路資産賃借料については、同協定の加算条項の適用等

により 448,915 百万円（前期比 17.6％増）となりました。また、その他の営業費用につ

いては、328,145 百万円（前期比 17.9％減）となりました。これらにより、高速道路事

業における営業費用は、777,060 百万円（前期比 0.5％減）となりました。 

この結果、当連結会計年度において、高速道路事業は 3,665 百万円の営業利益（前期

は 10 百万円の営業損失）となりました。 

 

※平成 25 年５月 22 日開催の取締役会において、首都圏中央連絡自動車道（栄 IC・JCT

～藤沢 IC）等２区間の新設、仙台南部道路（仙台若林 JCT～仙台南 IC）の事業引継

ぎ、12 箇所のスマート IC 整備等について、国土交通大臣あて有料道路事業許可変

更申請を行うことを決議いたしました。 

  

(受託事業) 

受託事業につきましては、国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、

修繕等で、経済性、効率性等から当社が行う事業と一体として実施することが適当と認
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められる工事等について、事業を推進してまいりました。 

当連結会計年度の受託事業における営業収益は 17,443 百万円（前期比 1.6％増）、

営業費用は 17,444 百万円（前期比 1.0％増）となり、この結果、0.9 百万円の営業損

失（前期は 109 百万円の営業損失）となりました。 

  

(道路休憩所事業) 

道路休憩所事業につきましては、当社が管理する 309 箇所（うち、当社が資産を保有

する箇所は 272 箇所、当社の営業施設がある箇所は 181 箇所。309 箇所のほか、営業休止

中２箇所。）のサービスエリア・パーキングエリアをより魅力ある空間として楽しんでい

ただけるものとするため、当社全額出資の子会社であるネクセリア東日本株式会社、株

式会社ネクスコ東日本リテイル、株式会社ネクスコ東日本エリアサポート及び株式会社

ネクスコ東日本ロジテムと一体となり、高速道路商業施設運営のスペシャリストとして、

CS（顧客満足）の向上を図るとともに、業務執行の効率性を追求しながら、事業を推進

してまいりました。 

当連結会計年度における営業施設の運営につきましては、「HEARTLINK NIPPON～つな

ごう、こころ。ひろげよう出会い～」のスローガンの下、東日本大震災で被害を受けた

地域の復興支援として、被災地域の特産品の販売拡充や、被災地域の食材を活かしたメ

ニューの開発、販売等を行いました。 

営業施設の建設につきましては、平成24年７月に館山自動車道市原サービスエリア（上

り線）及び東北自動車道菅生パーキングエリア（下り線）、12月に東北自動車道那須高原

サービスエリア（上り線）のリニューアルを実施し、地域の特色を活かしてお客さまの

旅を演出する「ドラマチックエリア」をそれぞれオープンさせるなど、お客さまにご満

足いただけるエリアづくりに努めてまいりました。 

以上の取組みや、営業施設店舗の売上高減により営業料収入が減少した一方で、株式

会社ネクスコ東日本リテイルの運営店舗数が増加したこと、自動販売機の一部をネクセ

リア東日本株式会社による直営に変更したことなどにより、営業収益は45,529百万円（前

期比 4.4％増）となりました。 

一方、営業費用は、株式会社ネクスコ東日本リテイルの運営店舗数の増加及び自動販

売機事業の直営化に伴う仕入原価の増加などにより、41,349 百万円（前期比 7.0％増）

となり、この結果、4,179 百万円の営業利益（前期は 4,985 百万円の営業利益）となりま

した。 

  

(その他) 

その他の事業につきましては、都心へ通勤する会社員等の利便性及び環境への配慮を

目的として、平成 25 年２月に自転車駐輪場を日比谷駐車場内に開業したほか、当社の会

員カード「E-NEXCO pass」に関して平成 25 年２月よりイオン E-NEXCO pass １周年記

念キャンペーンを実施するなど、事業の拡大に努めてまいりました。さらに、日比谷駐

車場事業、郡山トラックターミナル他１ヶ所におけるトラックターミナル事業、高速道

路の高架下における占用施設活用事業等を行いました。 

国内のコンサルティング事業としましては、国土交通省が事業促進 PPP（パブリッ

ク・プライベート・パートナーシップ）として発注した「三陸沿岸道路事業監理業務

（気仙沼唐桑工区）」（10km）を受注し、平成 24 年６月より業務に着手しておりま

す。 

海外事業の分野では、高速道路事業を通じて蓄積された技術とノウハウを活用して、

インド‐ハイデラバード外環道路事業等への技術支援を行っているほか、海外道路事

業への参入に向けた検討を進めています。 

当連結会計年度のその他の事業における営業収益は 1,159 百万円（前期比 2.0％減）、

営業費用は 1,320 百万円（前期比 2.4％増）となり、この結果、161 百万円の営業損失（前

期は 106 百万円の営業損失）となりました。 
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（2） 財政状態に関する分析 

 

①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 86,997 百万円増加し、814,774

百万円となりました。仕掛道路資産が増加したことが主な要因であります。 

負債は、前連結会計年度末に比べ 78,722 百万円増加し、642,525 百万円となりました。

高速道路事業営業未払金が増加したことが主な要因であります。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ 8,274 百万円増加し、172,248 百万円となりました。

当期純利益の計上による利益剰余金の増加が主な要因であります。自己資本比率は、前連結

会計年度に比べ 1.4 ポイント下降し、21.1%となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 税金等調整前当期純利益 13,084 百万円に加え、仕入債務の増加額 51,688 百万円、減価償

却費 23,934 百万円等の資金増加要因があった一方、たな卸資産の増加額 51,047 百万円等の

資金減少要因があったことから、営業活動によるキャッシュ・フローは 38,390 百万円の資

金収入(前期比 31,908 百万円の減)となりました。 

なお、上記たな卸資産の増加額のうち 51,939 百万円は、特措法第 51条第２項及び第４項

の規定に基づき工事完了時等に機構に帰属することとなる資産の増加であります。かかる資

産は、連結貸借対照表上は「仕掛道路資産」勘定(流動資産)に計上され、その建設には財務

活動の結果得られた資金を充てております。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

固定資産の売却による収入 698 百万円及び連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による

収入 672 百万円等があった一方、料金機械、ETC 装置等の設備投資による支出 26,539 百万

円等があったことから、投資活動によるキャッシュ・フローは 25,152 百万円の資金支出(前

期は 19,968 百万円の資金支出)となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

道路建設関係社債の発行による収入79,816百万円及び長期借入れによる収入35,000百万

円があった一方、長期借入金債務の返済等 80,059 百万円(独立行政法人日本高速道路保有・

債務返済機構法(平成 16年法律第 100 号)(以下「機構法」といいます。)第 15条第１項によ

る債務引受額 75,000 百万円を含みます。)等の支出があったことから、財務活動によるキャ

ッシュ・フローは22,428百万円の資金収入(前期は66,178百万円の資金支出)となりました。 

  

以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、70,226 百万円

(前期比 35,665 百万円の増)となりました。 
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２．企業集団の状況 

 

当社及び関係会社(子会社22社及び関連会社７社(平成25年３月31日現在))は、高速道路事業、

受託事業、道路休憩所事業、その他の４部門に関係する事業を行っており、各事業における当社

及び関係会社の位置付け等は、次のとおりであります。 

なお、次の４部門は、「P.23（セグメント情報等）」に掲げるセグメントの区分と同一です。 

 

(1) 高速道路事業 

高速道路事業においては、東日本地域の１都１道 15 県(注１)において、平成 18 年３月

31 日に当社が独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構(以下「機構」といいます。)

と締結した「高速自動車国道北海道縦貫自動車道函館名寄線等に関する協定」(その後の変

更を含み、以下「協定」といいます。)、道路整備特別措置法(昭和 31 年法律第７号)(以下

「特措法」といいます。)第３条の規定による許可及び同法第４条の規定に基づき、高速道

路(注２)の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の管理等を行っており、また、同法第

９条の規定に基づき、当該高速道路の道路管理者の権限の一部を代行しております。 

 

当事業において、以下の業務については、当社が関係会社に委託しております。 

料金収受業務 (連結子会社) 

㈱ネクスコ・トール東北、㈱ネクスコ・トール関東、㈱ネクスコ・ト

ール北関東、㈱ネクスコ・サポート北海道、㈱ネクスコ・サポート新

潟 

 (持分法適用関連会社) 

東京湾横断道路㈱ 

保全点検業務 (連結子会社) 

㈱ネクスコ・エンジニアリング北海道、㈱ネクスコ・エンジニアリン

グ東北、㈱ネクスコ東日本エンジニアリング、㈱ネクスコ・エンジニ

アリング新潟 

(持分法適用関連会社) 

東京湾横断道路㈱ 

維持修繕業務 (連結子会社) 

㈱ネクスコ・メンテナンス北海道、㈱ネクスコ・メンテナンス東北、

㈱ネクスコ・メンテナンス関東、㈱ネクスコ・メンテナンス新潟 

 (持分法適用関連会社) 

東京湾横断道路㈱ 

交通管理業務 (連結子会社) 

㈱ネクスコ・パトロール東北(注３)、㈱ネクスコ・パトロール関東(注

３)、㈱ネクスコ・サポート北海道、㈱ネクスコ・サポート新潟 

 (持分法適用関連会社) 

東京湾横断道路㈱ 

その他業務(注４) (連結子会社) 

㈱ネクスコ東日本トラスティ 

 (持分法適用関連会社)  

㈱NEXCOシステムズ、ハイウェイ・トール・システム㈱、㈱高速道路

総合技術研究所   
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(注) １．北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県及び長野県(東京都、神奈川県、富

山県及び長野県は一部区域) 

２．高速道路株式会社法(平成 16 年法律第 99 号)第２条第２項に規定する高速道路をいいま

す。 

３．平成 24 年４月１日に、㈱ネクスコ東日本パトロールは㈱ネクスコ・パトロール東北に、

㈱E-NEXCO パトロールは㈱ネクスコ・パトロール関東に、それぞれ商号変更しております。 

４．用地調査管理、財産整理及び道路敷地管理等、有料道路の通行料金及び交通量等の電子

計算、料金収受機械の保守・点検・整備・保全等並びに高速道路技術に関する調査・研

究及び技術開発を行っております。 

 

(2) 受託事業 

受託事業においては、国及び地方公共団体等との協議の結果、経済性、効率性等から当社

において一体として実施することが適当と認められた跨高速道路橋及び取付道路等の工事

等を当社が行っております。 

 

(3) 道路休憩所事業 

道路休憩所事業においては、高速道路の休憩所、給油所等の建設及び管理等を行っており

ます。 

当社グループの管理するサービスエリア・パーキングエリア(以下「SA・PA」といいま

す。)309 箇所のうち、商業施設を所有している 181 箇所についてはネクセリア東日本㈱(連

結子会社)が、一般国道 409 号(東京湾横断・木更津東金道路)の海ほたる PAについては東京

湾横断道路㈱(持分法適用関連会社)が、それぞれ商業施設の管理運営を行っております。ま

た、SA・PA の直営店舗運営業務については㈱ネクスコ東日本リテイル(連結子会社)及び㈱

盛岡セントラルホテル(連結子会社)が、商業施設の管理点検業務及びコンシェルジェ業務に

ついては㈱ネクスコ東日本エリアサポート(連結子会社)が、商業施設における配送・共同仕

入れ等の業務については㈱ネクスコ東日本ロジテム（連結子会社）が行っております。 

 なお、当連結会計年度末現在、㈱ホームワークスは道路休憩所における事業を開始してお

りません。 

 

(4) その他 

その他においては、駐車場事業、コンサルティング事業、カード事業、WEB 事業、占用施

設活用事業、トラックターミナル事業及び海外事業を実施しております。 

このうち、駐車場事業については、日比谷自動車駐車場の管理運営を、コンサルティング

事業については、新直轄区間(注１)における工事管理などの技術支援業務並びに復興道路

(三陸沿岸道路)における「事業促進 PPP(注２)業務」及び地方自治体などの跨高速道路橋点

検業務を、カード事業については、ETC 機能、クレジット機能及び電子マネー決済機能を搭

載した E-NEXCO pass の発行を、WEB 事業については、料金検索システム及び SA・PA 情報の

提供並びに WEB 広告及び地域特産品等の販売等をそれぞれ当社が行っております。 

 また、占用施設活用事業については、高速道路の高架下の占用施設を活用した事業を、当

社並びにその一部業務を委託した㈱ネクスコ東日本エリアサポート(連結子会社)及び㈱ネ

クスコ東日本トラスティ(連結子会社)が行っております。トラックターミナル事業について

は、東北高速道路ターミナル㈱(持分法適用関連会社)が仙台南(宮城県名取市)及び郡山(福

島県郡山市)の２箇所におけるトラックターミナルの管理運営を行っております。海外事業

については、海外の道路整備に係るコンサルティング業務や海外の道路運営に係る調査及び

国際協力業務等を行っており、海外の道路運営に係る調査について日本高速道路インターナ

ショナル㈱(持分法適用関連会社)と協働で行っております。 
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 なお、㈱NEXCO 保険サービス(持分法適用関連会社)が損害保険及び生命保険の代理店業務

を行っております。 

 

(注) １．高速自動車国道法(昭和 32 年法律第 79 号)第５条第１項の規定に基づき定められた整備

計画において国土交通大臣が施行主体とされた高速自動車国道の区間をいいます。 

２．国土交通省が導入した事業方式で、従来は発注者（国等）が単独で行ってきた協議調整

等の工事前業務について、民間技術者チームが発注者と一体となって実施することによ

り、事業の促進を企図するものです。 
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連結子会社 

 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の 
所有割合 

(%) 
関係内容 

㈱ネクスコ・トール東北 仙台市青葉区 90 高速道路事業 100.0 

東北縦貫自動車道等の料金収受業務を委

託しております。また、支社建物等の一部

を賃貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・トール関東 東京都墨田区 90 高速道路事業 100.0 

一般国道14号及び16号(京葉道路)等の料

金収受業務を委託しております。また、事

務所建物の一部を賃貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・トール北関東 東京都荒川区 90 高速道路事業 100.0 

関越自動車道等の料金収受業務を委託し

ております。また、支社建物等の一部を賃

貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・エンジニアリング 

 北海道 
札幌市白石区 60 高速道路事業 100.0 

北海道縦貫自動車道等の保全点検業務を

委託しております。また、支社建物等の一

部を賃貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・エンジニアリング 

 東北 
仙台市青葉区 90 高速道路事業 100.0 

東北縦貫自動車道等の保全点検業務を委

託しております。また、支社建物等の一部

を賃貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ東日本エンジニア 

 リング 
東京都荒川区 90 高速道路事業 100.0 

関越自動車道等の保全点検業務を委託し

ております。また、支社建物等の一部を賃

貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・エンジニアリング 

 新潟 
新潟市中央区 40 高速道路事業 100.0 

北陸自動車道等の保全点検業務を委託し

ております。また、支社建物等の一部を賃

貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・メンテナンス 

 北海道 
札幌市白石区 43 高速道路事業 100.0 

北海道縦貫自動車道等の維持修繕業務を

委託しております。また、事務所建物の一

部を賃貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・メンテナンス東北 仙台市青葉区 99 高速道路事業 100.0 

東北縦貫自動車道等の維持修繕業務を委

託しております。また、支社建物等の一部

を賃貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・メンテナンス関東 東京都足立区 90 高速道路事業 100.0 

関越自動車道等の維持修繕業務を委託し

ております。また、事務所建物等の一部を

賃貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・メンテナンス新潟 新潟県長岡市 72 高速道路事業 100.0 

関越自動車道等の維持修繕業務を委託し

ております。また、事務所建物等の一部を

賃貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 
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名称 住所 
資本金 

(百万円) 

主要な事業 

の内容 

議決権の 

所有割合 

(%) 

関係内容 

㈱ネクスコ・パトロール東北 

(注)３ 
仙台市青葉区 60 高速道路事業 100.0 

東北縦貫自動車道等の交通管理業務を委

託しております。また、支社建物等の一部

を賃貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・パトロール関東 

(注)３ 
東京都文京区 90 高速道路事業 100.0 

関越自動車道等の交通管理業務を委託し

ております。また、支社建物等の一部を賃

貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・サポート北海道 札幌市厚別区 40 高速道路事業 100.0 

北海道縦貫自動車道等の料金収受業務及

び交通管理業務を委託しております。ま

た、支社建物等の一部を賃貸しておりま

す。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ・サポート新潟 

(注)４ 
新潟市中央区 40 高速道路事業 100.0 

関越自動車道等の料金収受業務及び交通

管理業務を委託しております。また、支社

建物等の一部を賃貸しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱ネクスコ東日本トラスティ 東京都港区 45 高速道路事業 100.0 

用地調査管理業務、財産整理業務及び道路

敷地管理業務等を委託しております。ま

た、支社建物等の一部を賃貸しておりま

す。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

ネクセリア東日本㈱ 東京都港区 1,500 
道路休憩所 

事業 
100.0 

SA・PA内商業施設及び支社建物の一部を賃

貸しております。 

資金援助       なし 

役員の兼任等   なし 

㈱ネクスコ東日本リテイル 東京都港区 225 
道路休憩所 

事業 
100.0 

営業上の取引関係はありません。 

資金援助       なし 

設備の賃貸借  なし 

役員の兼任等   なし 

㈱盛岡セントラルホテル 岩手県盛岡市 55 
道路休憩所 

事業 

100.0 

(100.0) 

営業上の取引関係はありません。 

資金援助       なし 

設備の賃貸借  なし 

役員の兼任等   なし 

㈱ネクスコ東日本ロジテム 東京都港区 150 
道路休憩所 

事業 
100.0 

営業上の取引関係はありません。 

資金援助       なし 

設備の賃貸借  なし 

役員の兼任等   なし 

㈱ネクスコ東日本エリア 

 サポート 
東京都港区 90 

道路休憩所 

事業 

その他 

(占用施設活用

事業) 

100.0 

高架下事業等管理業務を委託しておりま

す。また、事務所建物の一部を賃貸してお

ります。 

資金援助       なし 

役員の兼任等   なし 

㈱ホームワークス 

(注)５ 
東京都渋谷区 20 

道路休憩所 

事業 

100.0 

(100.0) 

営業上の取引関係はありません。 

資金援助    なし 

設備の賃貸借  なし 

資金援助    なし 

(注) １．主要な事業の内容欄には、セグメントに記載された名称を記載しております。 

   ２．議決権所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

   ３．平成 24 年４月１日に、ネクスコ東日本パトロールは㈱ネクスコ・パトロール東北に、㈱E-NEXCO パト

ロールは㈱ネクスコ・パトロール関東に、それぞれ商号変更しております。 

   ４．平成 24年４月１日から、関越自動車道等の料金収受業務も委託しております。 

   ５．当連結会計年度末現在、㈱ホームワークスは道路休憩所における事業を開始しておりません。   
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持分法適用の関連会社 

 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の 
所有割合 

(%) 
関係内容 

東京湾横断道路㈱ 

(注)２ 
東京都大田区 90,000 

高速道路事業 

道路休憩所 

事業 

33.3 

(0.0)

東京湾横断道路の建設に関する特別措置

法(昭和61年法律第45号)の規定による同

社との管理協定に基づき、一般国道409号

(東京湾横断・木更津東金道路)の維持修

繕、料金収受等の管理を委託しておりま

す。また、事務所建物の一部を賃貸してお

ります。 

資金援助    なし 

役員の兼任等    なし 

㈱NEXCOシステムズ 東京都台東区 50 高速道路事業 33.3 

料金、経理、人事、給与等の基幹システム

の運用管理業務を委託しております。ま

た、支社建物等の一部を賃貸しておりま

す。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

㈱高速道路総合技術研究所 東京都町田市 45 高速道路事業 33.3 

高速道路技術に関する調査・研究及び技術

開発業務を委託しております。また、滋賀

県湖南市の緑化試験・生産施設を賃貸して

おります。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

ハイウェイ・トール・システム

㈱ 
東京都中央区 75 高速道路事業 

24.0 

[7.8]

料金収受機械等保守整備業務を委託して

おります。また、支社建物等の一部を賃貸

しております。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  あり 

㈱NEXCO保険サービス 
東京都 

千代田区 
15 

その他 

(保険事業) 
33.3 

損害保険及び生命保険の代理店業務によ

るサービスの提供を受けております。 

資金援助    なし 

設備の賃貸借  なし 

役員の兼任等  なし 

東北高速道路ターミナル㈱ 宮城県名取市 1,082 

その他 

(トラックター

ミナル事業) 

27.0 

(0.4)

仙台南及び郡山の２箇所におけるトラッ

クターミナル事業用地を賃貸しておりま

す。 

資金援助    なし 

役員の兼任等  なし 

日本高速道路インターナショナ

ル㈱ 

東京都 

千代田区 
499 

その他 

（海外事業） 
28.6 

海外道路に関する調査・研究業務を委託し

ております。 

資金援助    なし 

設備の賃貸借  なし 

役員の兼任等  なし 

(注) １．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。 

２．有価証券報告書を提出しております。 

３．議決権所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

４．議決権所有割合の[ ]内は、当社と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係にあ

ることにより当社の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者又は当社の意思と

同一の内容の議決権を行使することに同意している者の議決権の所有割合で外数となってお

ります。 
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３．経営方針 

 

高速道路事業におきましては、安全・安心・快適・便利な高速道路のご利用を確保し

つつ、機構との協定に基づく道路資産賃借料を着実に支払うとともに、高速道路ネット

ワークの形成を進めていく必要があります。特に、高速道路の管理につきましては、景

気の動向等が交通動向や料金収入に与える影響を引き続き注視しつつ、政府方針に基づ

く料金に関する諸施策について、お客さまを第一に考え、適切かつ円滑な運用を図って

いく必要があります。 

これらの課題に適切に対処していくため、当社は、経営理念・ビジョンを共有するグ

ループ会社との一体経営を一層推進し、グループ全体の効率性・生産性のさらなる向上

に努めてまいります。あわせて、高速道路をこれまで以上に有効に活用し、その効果を

大限発揮させることで、地域社会の発展と暮らしの向上、さらには広く日本経済全体

の活性化に貢献してまいります。 

また、当連結会計年度は中期経営計画（平成 23～平成 25 年度）の中間年度にあたり、

「経営基盤の強化を図り、経営の安定、さらなる発展」を目指した諸施策を実施してま

いりましたが、特に、経営上の重要な課題に対し迅速かつ的確な対応を行うため、経営

を総覧するための会長職の設置並びに経営会議及び役員連絡会の設置など執行体制の強

化を行ってまいりました。さらには、責任権限体制の一層の明確化とより効率的な業務

執行体制の構築を目的として７本部制から５本部制への移行及び本社組織のスリム化を

行ったほか、労働安全衛生の確保の観点から NEXCO 東日本グループ労働安全衛生基本理

念を新たに策定するとともに、平成 25年４月１日に労働安全衛生推進委員会を設置しま

した。 

この新しい執行体制の下、経年劣化が進む高速道路の長期保全及び更新への取組みな

ど高速道路の安全・安心の確保、常磐自動車道の早期全線開通といった道路建設事業の

展開、休憩施設のリニューアル等について、グループ一丸となって取り組んでまいりま

す。 

 

東日本高速道路株式会社　平成25年３月期決算情報

-12-



４【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,587 15,262

高速道路事業営業未収入金 77,401 69,874

未収入金 6,261 9,031

有価証券 21,101 54,999

仕掛道路資産 332,518 384,457

その他のたな卸資産 3,970 3,250

受託業務前払金 9,002 9,553

繰延税金資産 1,315 1,108

その他 7,661 8,198

貸倒引当金 △16 △14

流動資産合計 471,804 555,721

固定資産   

有形固定資産   

建物 41,379 45,306

減価償却累計額 △11,015 △12,757

建物（純額） 30,363 32,549

構築物 44,892 45,946

減価償却累計額 △9,097 △10,407

構築物（純額） 35,795 35,538

機械及び装置 105,283 111,375

減価償却累計額 △54,536 △63,393

機械及び装置（純額） 50,747 47,981

車両運搬具 21,340 25,598

減価償却累計額 △15,145 △17,588

車両運搬具（純額） 6,195 8,010

工具、器具及び備品 10,482 11,217

減価償却累計額 △6,512 △7,208

工具、器具及び備品（純額） 3,969 4,008

土地 86,301 86,327

リース資産 3,525 3,362

減価償却累計額 △1,526 △1,471

リース資産（純額） 1,999 1,890

建設仮勘定 1,991 2,518

有形固定資産合計 217,364 218,825

無形固定資産 10,313 10,184

投資その他の資産   

投資有価証券 19,954 21,223

長期前払費用 1,594 1,683
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

繰延税金資産 2,945 3,186

その他 3,677 3,696

貸倒引当金 △307 △177

投資その他の資産合計 27,864 29,612

固定資産合計 255,542 258,623

繰延資産   

道路建設関係社債発行費 424 429

その他 6 －

繰延資産合計 430 429

資産合計 727,777 814,774

負債の部   

流動負債   

高速道路事業営業未払金 58,591 109,065

短期借入金 11,571 －

1年内返済予定の長期借入金 5,040 5,079

リース債務 695 638

未払金 28,575 27,559

未払法人税等 2,650 3,630

預り金 1,150 2,436

受託業務前受金 9,764 10,528

前受金 1,951 1,683

賞与引当金 3,905 4,034

ハイウェイカード偽造損失補てん引当金 143 92

回数券払戻引当金 29 26

その他 5,532 5,902

流動負債合計 129,602 170,677

固定負債   

道路建設関係社債 319,430 339,533

道路建設関係長期借入金 15,000 35,000

長期借入金 7,344 2,726

リース債務 1,425 1,361

受入保証金 7,923 8,570

退職給付引当金 70,819 73,051

ETCマイレージサービス引当金 6,616 6,216

その他の引当金 515 576

負ののれん 4,979 4,661

その他 145 150

固定負債合計 434,200 471,847

負債合計 563,802 642,525
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 52,500 52,500

資本剰余金 58,793 58,793

利益剰余金 52,705 60,980

株主資本合計 163,998 172,274

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △24 △25

その他の包括利益累計額合計 △24 △25

純資産合計 163,974 172,248

負債純資産合計 727,777 814,774
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

営業収益 839,816 840,461

営業費用   

道路資産賃借料 381,600 448,915

高速道路等事業管理費及び売上原価 393,782 318,318

販売費及び一般管理費 59,624 65,529

営業費用合計 835,007 832,763

営業利益 4,808 7,698

営業外収益   

受取利息 36 79

土地物件貸付料 339 363

持分法による投資利益 1,177 1,204

固定資産受贈益 48 618

その他 1,253 1,260

営業外収益合計 2,855 3,527

営業外費用   

支払利息 277 170

損害賠償金 150 54

控除対象外消費税 － 40

その他 56 80

営業外費用合計 484 346

経常利益 7,179 10,879

特別利益   

負ののれん発生益 2,077 1,905

未決算特別勘定取崩益 － 275

その他 138 291

特別利益合計 2,215 2,472

特別損失   

固定資産除却損 136 214

減損損失 124 －

厚生年金基金特別掛金 151 －

その他 93 53

特別損失合計 505 267

税金等調整前当期純利益 8,889 13,084

法人税、住民税及び事業税 4,022 4,837

法人税等調整額 351 △28

法人税等合計 4,374 4,808

少数株主損益調整前当期純利益 4,515 8,275

当期純利益 4,515 8,275
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【連結包括利益計算書】 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 4,515 8,275

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 18 △14

持分法適用会社に対する持分相当額 7 13

その他の包括利益合計 25 △0

包括利益 4,541 8,274

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 4,541 8,274

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 52,500 52,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 52,500 52,500

資本剰余金   

当期首残高 58,793 58,793

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 58,793 58,793

利益剰余金   

当期首残高 48,189 52,705

当期変動額   

当期純利益 4,515 8,275

当期変動額合計 4,515 8,275

当期末残高 52,705 60,980

株主資本合計   

当期首残高 159,483 163,998

当期変動額   

当期純利益 4,515 8,275

当期変動額合計 4,515 8,275

当期末残高 163,998 172,274

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △50 △24

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25 △0

当期変動額合計 25 △0

当期末残高 △24 △25

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △50 △24

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25 △0

当期変動額合計 25 △0

当期末残高 △24 △25
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 159,433 163,974

当期変動額   

当期純利益 4,515 8,275

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25 △0

当期変動額合計 4,540 8,274

当期末残高 163,974 172,248
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 8,889 13,084

減価償却費 22,129 23,934

減損損失 124 －

負ののれん発生益 △2,077 △1,905

持分法による投資損益（△は益） △1,177 △1,204

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,458 2,231

賞与引当金の増減額（△は減少） 161 128

貸倒引当金の増減額（△は減少） △41 △131

受取利息及び受取配当金 △47 △88

支払利息 5,258 4,951

固定資産売却損益（△は益） △79 △109

固定資産除却損 1,390 1,611

売上債権の増減額（△は増加） 10,698 5,191

たな卸資産の増減額（△は増加） 43,612 △51,047

仕入債務の増減額（△は減少） △13,308 51,688

その他 2,305 △2,383

小計 80,295 45,952

利息及び配当金の受取額 47 91

利息の支払額 △5,234 △4,904

法人税等の還付額 48 1,230

法人税等の支払額 △4,857 △3,980

営業活動によるキャッシュ・フロー 70,299 38,390

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 245 －

固定資産の取得による支出 △21,726 △26,539

固定資産の売却による収入 339 698

投資有価証券の取得による支出 0 △106

投資有価証券の売却による収入 185 438

関係会社株式の取得による支出 △286 △198

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

1,378 672

その他 △103 △117

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,968 △25,152
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 11,571 △11,571

長期借入れによる収入 45,000 35,000

長期借入金の返済による支出 △66,829 △20,059

道路建設関係社債発行による収入 129,768 79,816

道路建設関係社債償還による支出 △185,000 △60,000

その他 △688 △756

財務活動によるキャッシュ・フロー △66,178 22,428

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △15,849 35,665

現金及び現金同等物の期首残高 50,409 34,560

現金及び現金同等物の期末残高 34,560 70,226
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（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

一部の連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成 24 年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

  これによる経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会等が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

  当社グループは「高速道路」、「受託」及び「道路休憩所」を報告セグメントとしております。なお、報告セ

グメントに含まれない事業は「その他」の区分に集約しております。 

  各報告セグメント及び「その他」の区分の主な事業内容は以下のとおりであります。 

事業区分 主要内容 

高速道路 高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の管理等 

受託 国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、修繕等、
その他委託に基づく事業等 

道路休憩所 高速道路の休憩所、給油所等の建設、管理等 

その他 駐車場事業、トラックターミナル事業等 

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。 

  セグメント間の内部収益及び振替高は一般の取引条件と同様に決定しております。 

 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

  前連結会計年度(自  平成 23 年４月１日  至  平成 24 年３月 31 日) 

 報告セグメント その他 
 

調整額 
 

連結財務諸表
計上額 

 高速道路 受託 道路休憩所 計 (百万円) 
(注)1 

(百万円) 
(注)2 

(百万円) 

(注)3  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高        

外部顧客への売上高 777,963 17,152 43,521 838,637 1,178 ― 839,816 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,690 ― 72 3,762 4 △3,766 ― 

計 781,653 17,152 43,593 842,399 1,183 △3,766 839,816 

セグメント利益又は損失(△) △10 △109 4,985 4,865 △106 49 4,808 

セグメント資産 557,836 11,378 112,132 681,348 3,436 42,992 727,777 

その他の項目        

減価償却費 17,507 ― 2,227 19,735 122 2,271 22,129 

持分法適用会社への投資 18,451 ― ― 18,451 655 ― 19,106 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

15,740 ― 3,926 19,666 140 1,540 21,348 
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(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、駐車場事業及びトラック

ターミナル事業等を含んでおります。 

２．(1)セグメント利益の調整額 49百万円は、セグメント間取引消去であります。 

(2)セグメント資産の調整額 42,992 百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産 63,887

百万円及びセグメント間消去△20,895 百万円が含まれております。 

(3)減価償却費の調整額 2,271 百万円は、全社資産の減価償却費であります。 

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 1,540 百万円は、全社資産の増加額であります。 

３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と、セグメント資産は連結貸借対照表の資産合計とそれぞ

れ調整を行っております。 

 

  当連結会計年度(自  平成 24 年４月１日  至  平成 25 年３月 31 日) 

 報告セグメント その他 
 

調整額 
 

連結財務諸表
計上額 

 高速道路 受託 道路休憩所 計 (百万円) 
(注)1 

(百万円) 
(注)2 

(百万円) 

(注)3  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高        

外部顧客への売上高 776,642 17,443 45,237 839,323 1,137 ― 840,461 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,084 ― 291 4,375 21 △4,397 ― 

計 780,726 17,443 45,529 843,699 1,159 △4,397 840,461 

セグメント利益又は損失(△) 3,665 △0 4,179 7,844 △161 14 7,698 

セグメント資産 605,529 14,092 113,658 733,281 3,450 78,042 814,774 

その他の項目        

減価償却費 19,177 ― 2,368 21,545 132 2,256 23,934 

のれん償却額 ― ― 31 31 ― ― 31 

持分法適用会社への投資 19,876 ― ― 19,876 637 ― 20,513 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

18,566 ― 4,810 23,376 191 2,159 25,727 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、駐車場事業及びトラック

ターミナル事業等を含んでおります。 

２．(1)セグメント利益の調整額 14百万円は、セグメント間取引消去であります。 

(2)セグメント資産の調整額 78,042 百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産 98,300

百万円及びセグメント間消去△20,257 百万円が含まれております。 

(3)減価償却費の調整額 2,256 百万円は、全社資産の減価償却費であります。 

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 2,159 百万円は、全社資産の増加額であります。 

３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と、セグメント資産は連結貸借対照表の資産合計とそれぞ

れ調整を行っております。 
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【関連情報】 

前連結会計年度(自  平成 23 年４月１日  至  平成 24年３月 31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超えるため、記載

を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称又は氏名 売上高(百万円) 関連するセグメント名 

独立行政法人日本高速道路 

保有・債務返済機構 
218,915 高速道路 

  

当連結会計年度(自  平成 24 年４月１日  至  平成 25年３月 31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超えるため、記載

を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称又は氏名 売上高(百万円) 関連するセグメント名 

独立行政法人日本高速道路 

保有・債務返済機構 
130,686 高速道路 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度(自  平成 23 年４月１日  至  平成 24年３月 31日) 

 報告セグメント 
その他 全社・消去 合計 

 
高速道路 

(百万円) 

受託 

(百万円) 

道路休憩所 

(百万円) 

計 

(百万円) 

(百万円) 

 
(百万円) 
(注) 

(百万円) 

 

減損損失 38 ― 16 54 ― 69 124 

(注)報告セグメントに帰属しない支社社屋であります。 
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当連結会計年度(自  平成 24 年４月１日  至  平成 25年３月 31日) 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度(自  平成 23 年４月１日  至  平成 24年３月 31日) 

 報告セグメント 
その他 全社・消去 合計 

 
高速道路 

(百万円) 

受託 

(百万円) 

道路休憩所 

(百万円) 

計 

(百万円) 

(百万円) 

 

(百万円) 

 

(百万円) 

 

当期償却額 259 ― 58 318 ― ― 318 

当期末残高 3,984 ― 994 4,979 ― ― 4,979 

(注)当期償却額及び当期末残高は全て負ののれん償却額と負ののれん期末残高となっております。 

 

当連結会計年度(自  平成 24 年４月１日  至  平成 25年３月 31日) 

 報告セグメント 
その他 全社・消去 合計 

 
高速道路 

(百万円) 

受託 

(百万円) 

道路休憩所 

(百万円) 

計 

(百万円) 

(百万円) 

 

(百万円) 

 

(百万円) 

 

(のれん)    

当期償却額 ― ― 31 31 ― ― 31 

当期末残高 ― ― ― ―  ―  ― ― 

(負ののれん)        

当期償却額 259 ― 58 318 ― ― 318 

当期末残高 3,724 ― 936 4,661 ― ― 4,661 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度(自  平成 23 年４月１日  至  平成 24年３月 31日) 

 報告セグメント 
その他 全社・消去 合計 

 
高速道路 

(百万円) 

受託 

(百万円) 

道路休憩所 

(百万円) 

計 

(百万円) 

(百万円) 

 

(百万円) 

 

(百万円) 

 

負ののれん発生益 2,077 ― ― 2,077 ― ― 2,077 

負ののれん発生益を認識する要因となった事象の概要 

   高速道路：新日本道路サービス㈱、北海道道路サービス㈱及び同社子会社３社の子会社化によるものであり

ます。 

 

当連結会計年度(自  平成 24 年４月１日  至  平成 25年３月 31日) 

 報告セグメント 
その他 全社・消去 合計 

 
高速道路 

(百万円) 

受託 

(百万円) 

道路休憩所 

(百万円) 

計 

(百万円) 

(百万円) 

 

(百万円) 

 

(百万円) 

 

負ののれん発生益 1,905 ― ― 1,905 ― ― 1,905 

負ののれん発生益を認識する要因となった事象の概要 

   高速道路：㈱リットの子会社化によるものであります。 
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(１株当たり情報) 

 

 
前連結会計年度 当連結会計年度 

(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日)

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 1,561.66円 1,640.46円

 １株当たり当期純利益金額 43.00円 78.81円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

項目 
前連結会計年度 当連結会計年度

(自  平成23年４月１日 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年３月31日) 至  平成25年３月31日) 

 １株当たり当期純利益金額 

当期純利益（百万円） 4,515 8,275

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,515 8,275

普通株式の期中平均株式数(千株) 105,000 105,000

 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
前連結会計年度 当連結会計年度 

(平成24年３月31日) (平成25年３月31日)

 純資産の部の合計額（百万円） 163,974 172,248

 純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ―

 （うち新株予約権） ― ―

 （うち少数株主持分） ― ―

 普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 163,974 172,248

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数（千株） 

105,000 105,000
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(重要な後発事象) 

当社は、高速道路株式会社法(平成 16 年法律第 99 号)第６条第１項及び独立行政法人日本高速道

路保有・債務返済機構法(平成 16 年法律第 100 号)第 13 条第１項の規定に基づき、平成 18年３月 31

日付けで締結した「高速自動車国道北海道縦貫自動車道函館名寄線等に関する協定」の一部を変更

することを、平成 25年５月 22 日開催の取締役会にて決議しております。 

協定の相手 （独）日本高速道路保有・債務返済機構 

変更時期 平成25年６月（予定） 

変更内容 

一般国道６号（仙台南部道路(仙台若林JCT～仙台南IC)）の、宮城県道
路公社からの事業の引継ぎ、一般国道468号（首都圏中央連絡自動車道
(栄IC・JCT～藤沢IC及び大栄JCT～松尾横芝IC)）の事業の追加、太田PA
の整備及びスマートIC12箇所の事業化、並びに計画料金収入及び道路資
産の貸付料の増額等 

変更による影響 当該変更により、協定上の計画料金収入及び道路資産の貸付料が増額と
なりますが、影響額は未確定であります。 
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(2)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,207 13,073

高速道路事業営業未収入金 77,403 69,878

未収入金 5,263 7,675

有価証券 20,999 54,999

仕掛道路資産 333,608 385,556

商品 10 8

原材料 820 627

貯蔵品 830 836

受託業務前払金 9,032 9,595

前払金 206 429

前払費用 238 287

繰延税金資産 296 －

その他の流動資産 6,668 6,416

貸倒引当金 △16 △14

流動資産合計 465,569 549,372

固定資産   

高速道路事業固定資産   

有形固定資産   

建物 1,821 1,971

減価償却累計額 △533 △682

建物（純額） 1,287 1,288

構築物 38,312 39,137

減価償却累計額 △5,808 △6,779

構築物（純額） 32,504 32,358

機械及び装置 103,680 109,269

減価償却累計額 △53,652 △62,346

機械及び装置（純額） 50,028 46,923

車両運搬具 19,326 23,317

減価償却累計額 △13,890 △16,130

車両運搬具（純額） 5,436 7,187

工具、器具及び備品 6,163 6,356

減価償却累計額 △4,113 △4,115

工具、器具及び備品（純額） 2,049 2,240

土地 0 0

リース資産 194 209

減価償却累計額 △61 △112

リース資産（純額） 132 97

建設仮勘定 1,215 1,207

有形固定資産合計 92,655 91,304

無形固定資産 4,373 4,414

高速道路事業固定資産合計 97,028 95,718
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

関連事業固定資産   

有形固定資産   

建物 24,000 25,676

減価償却累計額 △6,213 △7,346

建物（純額） 17,786 18,329

構築物 5,870 6,074

減価償却累計額 △2,795 △3,116

構築物（純額） 3,074 2,957

機械及び装置 1,266 1,823

減価償却累計額 △747 △844

機械及び装置（純額） 519 978

工具、器具及び備品 168 210

減価償却累計額 △112 △129

工具、器具及び備品（純額） 55 80

土地 72,975 72,990

リース資産 － 0

減価償却累計額 － △0

リース資産（純額） － 0

建設仮勘定 332 684

有形固定資産合計 94,744 96,021

無形固定資産 105 92

関連事業固定資産合計 94,850 96,113

各事業共用固定資産   

有形固定資産   

建物 8,847 8,647

減価償却累計額 △2,714 △2,842

建物（純額） 6,132 5,804

構築物 662 648

減価償却累計額 △408 △396

構築物（純額） 254 251

機械及び装置 136 94

減価償却累計額 △71 △47

機械及び装置（純額） 64 47

車両運搬具 1 0

減価償却累計額 △1 △0

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 1,322 1,381

減価償却累計額 △624 △788

工具、器具及び備品（純額） 697 592

土地 12,077 11,637

リース資産 850 501

減価償却累計額 △659 △227

リース資産（純額） 191 273
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

建設仮勘定 39 26

有形固定資産合計 19,457 18,633

無形固定資産 4,914 4,600

各事業共用固定資産合計 24,371 23,234

その他の固定資産   

有形固定資産   

土地 114 114

有形固定資産合計 114 114

その他の固定資産合計 114 114

投資その他の資産   

関係会社株式 14,978 15,176

投資有価証券 35 35

長期貸付金 78 32

長期前払費用 1,550 1,629

その他の投資等 2,086 2,151

貸倒引当金 △293 △162

投資その他の資産合計 18,436 18,863

固定資産合計 234,800 234,044

繰延資産   

道路建設関係社債発行費 424 429

繰延資産合計 424 429

資産合計 700,794 783,845

負債の部   

流動負債   

高速道路事業営業未払金 76,283 129,314

短期借入金 11,571 －

1年以内返済予定長期借入金 5,040 5,043

リース債務 198 145

未払金 15,261 14,582

未払費用 1,322 1,387

未払法人税等 919 1,639

繰延税金負債 － 3

預り連絡料金 214 1,393

預り金 19,401 18,673

受託業務前受金 9,764 10,528

前受金 1,951 1,688

前受収益 7 7

賞与引当金 1,519 1,494

ハイウェイカード偽造損失補てん引当金 143 92

回数券払戻引当金 29 26

その他の流動負債 1,198 1,522

流動負債合計 144,827 187,544
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

固定負債   

道路建設関係社債 319,430 339,533

道路建設関係長期借入金 15,000 35,000

その他の長期借入金 7,344 2,293

リース債務 141 245

繰延税金負債 24 22

受入保証金 4,042 4,602

退職給付引当金 63,023 64,652

役員退職慰労引当金 21 23

ETCマイレージサービス引当金 6,616 6,216

カードポイントサービス引当金 356 388

資産除去債務 120 122

その他の固定負債 0 0

固定負債合計 416,121 453,100

負債合計 560,949 640,645

純資産の部   

株主資本   

資本金 52,500 52,500

資本剰余金   

資本準備金 52,500 52,500

その他資本剰余金 6,293 6,293

資本剰余金合計 58,793 58,793

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 16,857 17,846

繰越利益剰余金 11,694 14,060

利益剰余金合計 28,551 31,906

株主資本合計 139,845 143,200

純資産合計 139,845 143,200

負債・純資産合計 700,794 783,845
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②【損益計算書】 
(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

高速道路事業営業損益   

営業収益   

料金収入 528,043 642,174

道路資産完成高 218,730 130,411

その他の売上高 29,138 2,016

営業収益合計 775,913 774,601

営業費用   

道路資産賃借料 381,600 448,915

道路資産完成原価 218,730 130,411

管理費用 177,549 195,350

営業費用合計 777,881 774,676

高速道路事業営業損失（△） △1,968 △74

関連事業営業損益   

営業収益   

受託業務収入 17,152 17,443

休憩所等事業収入 10,431 10,031

その他の事業収入 1,183 1,159

営業収益合計 28,767 28,634

営業費用   

受託業務事業費 17,262 17,444

休憩所等事業費 7,966 8,447

その他の事業費用 1,289 1,320

営業費用合計 26,517 27,212

関連事業営業利益 2,249 1,421

全事業営業利益 281 1,347

営業外収益   

受取利息 5 6

有価証券利息 15 51

受取配当金 4,356 2,827

土地物件貸付料 291 286

固定資産受贈益 48 618

雑収入 470 375

営業外収益合計 5,187 4,167

営業外費用   

支払利息 303 197

社債利息 5 1

損害賠償金 150 54

控除対象外消費税 － 40

雑損失 26 44

営業外費用合計 485 339

経常利益 4,983 5,175
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 76 125

未決算特別勘定取崩益 － 275

特別利益合計 76 401

特別損失   

固定資産除却損 84 173

減損損失 121 －

特別損失合計 206 173

税引前当期純利益 4,853 5,403

法人税、住民税及び事業税 1,333 1,750

法人税等調整額 448 297

法人税等合計 1,781 2,047

当期純利益 3,071 3,355
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③【株主資本等変動計算書】 
(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 52,500 52,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 52,500 52,500

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 52,500 52,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 52,500 52,500

その他資本剰余金   

当期首残高 6,293 6,293

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,293 6,293

資本剰余金合計   

当期首残高 58,793 58,793

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 58,793 58,793

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 15,437 16,857

当期変動額   

別途積立金の積立 1,419 988

当期変動額合計 1,419 988

当期末残高 16,857 17,846

繰越利益剰余金   

当期首残高 10,042 11,694

当期変動額   

別途積立金の積立 △1,419 △988

当期純利益 3,071 3,355

当期変動額合計 1,651 2,366

当期末残高 11,694 14,060

利益剰余金合計   

当期首残高 25,479 28,551

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

当期純利益 3,071 3,355

当期変動額合計 3,071 3,355

当期末残高 28,551 31,906
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 136,773 139,845

当期変動額   

当期純利益 3,071 3,355

当期変動額合計 3,071 3,355

当期末残高 139,845 143,200

純資産合計   

当期首残高 136,773 139,845

当期変動額   

当期純利益 3,071 3,355

当期変動額合計 3,071 3,355

当期末残高 139,845 143,200
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